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まえがき 

この規格は，工業標準化法に基づいて，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日

本工業規格である。 
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マネジメントシステムのパフォーマンス改善－ 
継続的改善の手順及び技法の指針 

Performance improvement of management systems－ 
Guidelines for procedures and methodology for continual improvement 

 
0. 序文 

0.1 一般 組織がその使命を果たし，競争優位を維持して持続可能な成長を実現するためには，組織の

提供する製品の価値に対して顧客及びその他の利害関係者の満足を得ることによって，存在意義を高める

ことが不可欠である。そのために，組織は，環境の変化に俊敏に適応し，効果的かつ効率的に組織の総合

的なパフォーマンスを改善し，顧客及びその他の利害関係者のニーズ及び期待に応えて，高い顧客価値を

創造していくことが必要である。 

環境の変化，顧客要求の多様化によって，要求事項を満たす能力を不断に高めることは，極めて重要で

ある。差別化された製品開発の増大は，必然的にそれを実現する能力を高めておくことを要求する。した

がって，その能力を高める方法論の重要性が増大している。 
環境の変化に俊敏に適応し，顧客及びその他の利害関係者のニーズ及び期待を満たす能力を高めていく

方法論は，次のような事項に影響を与える。 

－ 顧客満足 
－ 品質，コスト，サイクルタイムの改善 
－ 収益，市場占有率などのパフォーマンス改善 
0.2 他の規格との一貫性 この規格は，JIS Q 9023（マネジメントシステムのパフォーマンス改善－方針

によるマネジメントの指針）及び JIS Q 9025（マネジメントシステムのパフォーマンス改善－品質機能展

開の指針）と独立して使用することを意図して作成されているが，整合性のある規格として相互に補完し

て使用することもできる。また，この規格は，TR Q 0005（クォリティマネジメントシステム－持続可能

な成長の指針）及び TR Q 0006（クォリティマネジメントシステム－自己評価の指針）に記述された事項

にかかわる支援技法としても使用されることを考慮して作成されている。 

0.3 JIS Q 9000 ファミリーとの関係 この規格は，組織が JIS Q 9001（品質マネジメントシステム－要

求事項）及び JIS Q 9004（品質マネジメントシステム－パフォーマンス改善の指針）に基づくマネジメン

トシステムを効果的，かつ，効率的に運営管理するための支援技法として使用されることを考慮している。 
0.4 他のマネジメントシステムとの両立性 この規格は，環境マネジメント，労働安全衛生マネジメン

ト，財務マネジメント，リスクマネジメントなどのマネジメントシステムに関する固有な支援技法として

開発されてはいないが，関連するマネジメントシステムのパフォーマンス改善を支援する技法として組織

が使用することも可能である。 
 


